
   国が主食米の価格と需要に責任をもち、国民への安定供給を支えるために十分な備

蓄米水準の早期回復と米価下落阻止を求める意見書 

 

 ＪＡ全農新潟県本部は、地域農協（ＪＡ）に支払う 2026年産米の仮渡金を決定したが、

佐渡産コシヒカリ（１等米・60キログラム当たり）は、１万 8,800円と昨年産から 38％減

という大幅な減となった。 

 一方、生産の現場では、イラン情勢の悪化以後の石油関係の値上がり、さらに、機械、

肥料、農薬等の価格上昇の影響を受け、収入は減少したが、経費は増加するという深刻な

事態となっている。 

 よって、国においては、主食の米の価格と需給に責任を持ち、国民への安定供給を支え

るために十分な備蓄米水準の早期回復と米価下落を招かない対策は急務であり、次の事項

の実現を強く求める。 

 

記 

 

 １ 食糧安全保障の観点からも昨年政府が放出した約 59 万トン備蓄米分の買入れを行

い、備蓄米水準を早急に復元するとともに、需給環境を改善し、米価下落を阻止する

こと 

 ２ ミニマムアクセス米の前倒しをやめ、備蓄米として利用しないこと 

 ３ 米の再生産を可能とする所得補償、価格保障制度と国による需給コントロールの実

施を行うこと 

 ４ 集荷、流通業者への支援を実施すること 

 

 以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出する。 

 

 

 

 

令和８年９月 29日 

新潟県佐渡市議会議長 坂 下 善 英 


